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韓国の高等教育
二階
 宏之
　
韓国教育部は大学構造改革の履行
点検結果を二〇一六年九月五日に発表した。二〇一五年八月に大学構造改革の評価で「不良大学」 （Ｄ・Ｅランク）に評価された六六の大学うち二七大学が、二〇一七年には政府の財政支援事業が制限される。Ｅランクに評価された一一大学は、政府の財政支援事業、 国の奨学金、 新 ・編入生への学資金貸与が制限される。Ｄランクに評価された一六 は既存の財政支援事業は継続 る新規事業が制限される。　
韓国教育部と韓国教育開発院が二
〇一六年八月三〇日に発表した「二〇一六年教育基本統計」の調査結果によると、二〇一六年の高校卒業者の国内外大学進学率は六九・八％であった。大学進学率の調査方法を変更した二〇一一年以降初めて 〇％台を記録し が落ちている一方で、高卒者の就職率は徐々に上昇した。二〇一一年に二三・三％であった高卒就職率は、二〇一六年には三三・九％と上昇傾向にある。韓国教育部によ と今後も大学志願者数は減少すると予想しており、大学進学率の減少 競争力のない大学は、消滅する危機に瀕している 以下に紹介する本では大学の構造改革や国際化への取り組みなどを論点と
して、韓国の高等教育が今後どのように展開していくかを分析している。　
馬越徹著『韓国大学改革のダイナ
ミズム：ワールドクラス（ＷＣＵ）への挑戦』 （東信堂
　
二〇一?年）
は、
一九八〇年代前後に制度設計された現在の高等教育システムから約三〇年間に成し遂げられた韓国の大学発展を踏まえ、二一世紀が始まってから約一〇年間の「大学改革」 ついて論じている。一九六〇年代から韓国高等教育界では、政府の支援はないがコントロールは行うという慣行が続いてきた。変化の兆しがみえたのはＯＥＣＤへの加盟 （一九九六年）であり、もう一つはアジア金融危機である。ＧＤＰに占める教育比率は、加盟国の最下位に位置し ため、韓国政府はＯＥＣＤスタンダードを意識した教育政策を展開し始めることになった。二一世紀に入って歴代政権が重視 てきたのは、第一は世界水準の研究大学育成事業、第二は国家の均衡発展を加速させるための地方大学育成事業、第三は大学の構造改革（大学の統廃合）である。二〇〇四年八月三一日、教育人的資源部は「大学競争力強化のための大学構造改革」を発表し、今度は逆に上からの財政支援により、大学 統廃合と入学定員の削減という荒療治に出
た。　
大学入試競争が激しくみえる韓国
でも、大学の名前さえ気にしなければ大学に入ることは難しくない。日本のようにほぼ大学全入時代が到来している。危惧されている問題は、大学教育 質の低下と、定員割れする大学への対応である。少子化にともなう 進学人口 減少 の過剰供給によっ 、大学教育の質の保障が重要な課題となっている。尹敬勲著『韓国の リストラと改革：韓国の「大学構造調整」政策の展開と課題』 （
Book &
 H
ope　
二
〇一三年）では、韓国社会の大学構造調整政策に焦点をあてそ 推進過程を紹介し、構造調整がもたらした大学の経営と の構造的問題を考察する。韓国において大学の構造調整の概念は、 難に直面している大学を退出させるように促す積極的かつ攻撃的な再調整を意味している。そして、大学の供給過剰が「青年失業」という韓国社会の構造的な問題を生みだ 、それが、就職に有利な資格やキャリヤを積み重ねる「スペック社会」を形成する悪循環を生み出すと指摘する。　
東アジア地域内において、中国か
ら日本への留学生移動が最も多く、次に韓国から中国への留学生数が続く。また、留学生移動の増加率では、中国やＡＳＥＡＮ諸国から韓国への留学が伸びている。こ ように東アジア地域内で留学生移動が増加した
要因としては、国際移動・交流が大衆化・自由化したこと、ビザ・入国審査の緩和、ＩＴの発達による情報革命などが考えられる。また 各国や各高等教育機関において 留学生獲得に対する積極的な国際化戦略が行われている背景がある。嶋内佐絵著『東アジアにおける留学生移動のパラダイム転換：大学国際化と「英語プログラム」の日韓比較』 （東信堂
　
二〇一六年）は、日本と韓国に
おける英語プログラム 総体的 実態を明らかにし、実践的な特色や課題点を解明しながら、英語プログラムの持つ「志向性」を検証した。教育における共通言語に英語を使用することで、留学先としての日韓という選択肢が生まれ、 「地域周遊型」という新しい留学の形 表出させたという。　
韓国教育部、韓国教育開発院の調
査によると、韓国への外国人留学生は、二〇一二年の八万七〇〇〇人から二〇一五年には九万一〇〇〇人に増加している。学位取得に限定すると二〇一 年の六万一〇〇〇人から二〇一五年に 五万六 〇〇人 減少している。留学生 増加は語学研修等によるところが大きい 大学の構造改革で質の保証を図ると同時 、今後は韓国の大学水準を国際的に高めていく真価が問われ ことになるであろう。（にかい
　
ひろゆき／アジア経済研
究所
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